
東日本から熊本への
知見共有の現状について

～多様な視点を踏まえた復興の取組事例発表～

復興庁
男女共同参画班

平成30年度男女共同参画サポーター養成講座
第5回 公開講座

【日時】
2018.10.6(土)
14:10~16:00

【場所】
いわて県民情報交流センター
（アイーナ）8階812会議室
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プログラム

■14:10～ 基調講演
・復興庁 復興推進参与 /

一般財団法人ダイバーシティ研究所 代表理事
田村 太郎 氏

■14:25～ 事例発表①
・特定非営利活動法人石巻復興支援ネットワーク

代表理事 兼子 佳恵 氏
・特定非営利活動法人子育て応援おおきな木

理事長 木村 由美子 氏

質疑応答①

■15:10～ 事例発表②
・一般社団法人パーソナルサポートセンター 執行役員 /

名取市すまいとくらしの再建支援センター センター長
髙木 秀明 氏

・一般社団法人minori 代表理事 / 益城町地域支え合い

センター みなし仮設担当事業センター長
高木 聡史 氏

質疑応答②

閉会挨拶

復興庁男女共同参画班 参事官 原田 浩一

アンケート記入
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登壇者プロフィール

基調講演

MEMO 兵庫県伊丹市生まれ。阪神・淡路大震災で外国人被災者支援や復興ま
ちづくりに参画。平成19年に「ダイバーシティ研究所」を設立し、
企業や自治体による取組を通した人の多様性に配慮のある組織や地域
づくりを進める。東日本大震災直後に内閣官房企画官に就任し、震災
ボランティアを担当。現在も復興庁復興推進参与として官民連携によ
る復興支援に携わる。【資料P3～P10】

特定非営利活動法人石巻復興支援ネットワーク
代表理事

兼子 佳恵 氏
事例発表 ①

MEMO 昭和46年生まれ。平成11年「イッツ・ナウ・オア・ネバー」を設立
し、子ども対象の環境教育活動サポート、子育てお悩み相談を開始。
平成21年に団体名を改称し、活動の幅を更に広げる。震災後に「石
巻復興支援ネットワーク」を立ち上げ。平成29年度総務省主催ふる
さとづくり大賞において、最優秀賞受賞。現在、市の委員や大学講師
等多数兼任。【資料P11～P36】

特定非営利活動法人子育て応援おおきな木
理事長

木村 由美子 氏
事例発表 ①

MEMO 熊本県益城町出身。平成23年NPO法人子育て応援おおきな木設立。
同年つどいの広場とファミリー・サポート・センター事業を受託。
地震発生後2ヶ月後には活動を再開。さらに6月～8月の全日曜日、
家族には地震後の片付けの時間を、子どもには安心・安全なあそ
び場を提供。平成28年9月～30年3月まで支え合いセンター事業受
託。【資料P37～P50】

一般社団法人パーソナルサポートセンター
執行役員 /

名取市すまいとくらしの再建支援センター
センター長

髙木 秀明 氏

事例発表 ②

MEMO 平成23年6月から仙台市内の応急仮設住宅650世帯において入居者の
見守り支援を行う（仙台市安心見守り協働事業）。平成26年7月から
宮城県南部自立相談支援センターで生活困窮者自立支援を行う。平成
27年7月から宮城県被災者転居支援センターで生活再建に向けた転居
支援を行う。平成29年4月から現職。【資料P51～P53】

一般財団法人minori 代表理事 /
益城町地域支え合いセンター

みなし仮設担当事業センター長
高木 聡史 氏

事例発表 ②

MEMO 熊本市出身。ニューヨーク州立ビンガムトン大学心理学部卒。
ホームレス支援相談員時に全国ホームレス支援ネットワークにつ
ながる。熊本地震において東日本大震災支援団体からアドバイス
を受け、困窮者支援と震災支援の共通点を生かす形でのみなし仮
設世帯等の訪問型相談支援を行っている。【資料P54～60】

復興庁 復興推進参与 /
一般財団法人ダイバーシティ研究所 代表理事

田村 太郎 氏

2



復興庁 復興推進参与
（一般財団法人 ダイバーシティ研究所 代表理事）

田村太郎

【主催】岩手県・岩手県男女共同参画センター 【協力】復興庁男女協働参画班

平成３０年度 男女共同参画サポーター養成講座
第５回 公開講座 基調講演

東日本から熊本への
知見共有の現状について

〜多様な視点を踏まえた復興の取り組み事例から〜

田村資料 1

•阪神・淡路大震災で被災した外国人へ情報提供を行う「外国人地震情報センター」を設立
•95年10月「多文化共生センター」へ発展改称

 全国５カ所で外国人支援活動を展開、06年に全国５カ所のセンターに独立。
 現在は大阪の代表理事と東京の理事を務める

•NPOリーダーや学識者のネットワーク「神戸復興塾」の事務局長や兵庫県「被災者復興支
援会議」委員として、阪神･淡路の復興に関わる

 新潟中越地震(2004年）、新潟中越沖地震(2007年）でも現地自治体等と連携し、情報提供や
避難所巡回によるニーズ把握を展開

•社会起業家をめざす若者のためのビジネスプランコンペ 「edge」を主宰
 コンペ形式による社会起業家支援プログラム（04年〜） 2008年にNPO法人化

•2007年4月「ダイバーシティ研究所」を設立
 人の多様性を地域や組織の力にすることをめざして、CSR研究や自治体・NPOによるダイバー

シティ推進をサポート。2009年に一般財団法人化

•2011年3月「被災者とNPOをつないで支える合同プロジェクト」（つなプロ）設立、代表幹事
•2011年3月内閣官房「震災ボランティア連携室」企画官に就任

 2012年2月復興庁の発足とともに「ボランティア・公益的民間連携班」担当上席政策調査官に

 2014年4月より 復興庁 復興推進参与

•明治大学大学院兼任講師（ダイバーシティマネジメント、ソーシャルビジネス演習）
•大阪府「南海トラフ地震対応強化策検討委員会」委員（18年７月〜）

自己紹介：田村太郎

田村資料 23



災害・復興とともに進化を遂げてきた日本の地域社会

• 阪神･淡路大震災

都市直下型、NPO法・介護保険法以前

復興基金8,800億円･金利4.5%〜3.0%

仮設住宅 約5万戸

• 新潟中越地震

中山間地型、NPO法・介護保険法以後

復興基金3,000億円・金利2.0％

仮設住宅 約3,400戸

• 東日本大震災

地震・津波・原発の複合災害、新公益法人制度後

「復興庁」設置、復興基金は「取り崩し型」、

仮設住宅 約５万戸＋見なし仮設＋広域避難…

• 熊本地震

２度の震度７、東日本の復興途上での震災

高齢化で要支援者が増加 → 直接死の４倍の関連死

みなし仮設が主流、「ささえあいセンター」方式での見守り

ＮＰＯの“発見”
「ボランティア元年」

自由意志に基づく市民活動

NPOは行政との協働相手
「１対１のパートナーシップ」
制度に沿った市民活動

NPOは主要な担い手
「多様な担い手による連携復興」

企業も参加し変革を創出

１．過去の災害から考える「復興の全体像」

災害多発・人口減少時代
を見据えたモデルが必要

田村資料 3

災害からの時間経過と復旧・復興の進捗、支援の担い手の変化
→ 目に見える進捗が感じられない「踊り場」期のケアが重要

災害発生

復旧が一段落し、復興計画が実行され
るまでの期間は、変化が目に見えにくい
「踊り場」

↑

復
旧
・
復
興
の
進
捗

Phase1
被災直後

Phase2
本格復興に向けた踊り場

とにかく
支援

関心が薄れ、

支援活動が停
滞

少しずつ継続
的に復興支援

順調に
復興

復興が
進まない

各支援団体の活動継続
が難しくなっている

Phase3
本格復興

時間の経過→

支援の
担い手

外部 地元

１．過去の災害から考える「復興の全体像」
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被災した人の「居場所」から考える復興の全体像

１．過去の災害から考える「復興の全体像」

避難所

応急仮設住宅

自宅避難 遠隔避難

みなし仮設

復興住宅

移住

見えにくいニーズを
拾う活動

コミュニティを
再構築する活動
コミュニティを

再構築する活動
被災地の情報を

つなぐ活動

復興まちづくり いきがい・しごとづくり

田村資料 5

仮設住宅での「孤独死」の傾向

仮設住宅での死因別・年代別孤独死の状況（阪神・淡路大震災 当初3年間）

神戸大学都市安全センター研究報告『震災死と孤独死の死因分析とその法医学的検討』(1998年12月）より
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心血管疾患

脳血管疾患

肝疾患

感染症

その他疾患

疾患名不明

自殺
80〜89歳
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心血管疾患

脳血管疾患

肝疾患

感染症

その他疾患

疾患名不明

自殺
90歳以上

80〜89歳

70〜79歳

65〜69歳

60〜64歳

50〜59歳

40〜49歳

30〜39歳

男性：50歳代の肝疾患が最多 女性：80歳代の心血管疾患が最多

仮設住宅での孤立は「男性」「失業」「アルコール依存」 → いきがい・しごとづくりが必要

１．過去の災害から考える「復興の全体像」
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高齢者世代は回復するも、年少人口・生産年齢人口が回復せず
→ 課題は増加、対応力は減少

石巻市の年代別人口

平成２２年

平成２６年

石巻市統計より田村作図

１．過去の災害から考える「復興の全体像」

田村資料 7

第1段階:緊急支援、ケースワーク → 個別課題に個別対応
第2段階:予防措置、エンパワーメント → 特定集団へのサービス供給
第3段階:制度化、フレームワーク → 行政との協働

◎市民による社会運営の段階

（川北秀人「市民組織運営の基礎」IIHOEをもとに田村が加筆・修正）

個別課題から予測をたて、予防的活動へ展開していくと、課題の争点化が必ず起こり、
争点となった課題の解決に向けた施策の提言や、協働による課題の解決が必要となる
ので、行政との協働は必然となっていく。

災害からの時間経過とNPOによる活動の変化

課題の発見 「なんだかたいへんだ！」

課題の指摘 「こんなことが起きていますよ！」

原因と背景の把握、今後の予測 「なぜだろう」「このままだと今後どうなる」

代替案 or 救済案の提示 「こうすべきではないか? 」

代替案の施行・救済策の実施 「やってみたらこうなりました」

社会制度化 「いっしょにやりましょう」

２．多様な視点を踏まえた復興支援に向けて

田村資料 86



災害からの時間経過と被災者支援のイメージ

災害救助を実施する期間 平時の制度と組み合わせて支援を行う期間

災害発生 一定期間後

災害救助 災害救助
平時の制度

期
間

災
害
ケ
ー
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
イ
メ
ー
ジ

被
災
の
影
響
を
把
握

被災者A 多様で
重層的な
課題

被災者B 多様で
重層的な
課題

被災者C 多様で
重層的な
課題

支
援
の
組
み
合
わ
せ

（
個
別
支
援
計
画
の
策
定
）

被災者A

被災者B

被災者C

平時の支援c

災害時支援a

平時の支援c

災害時支援a

災害時支援b

災害時支援a

菅野拓「東日本大震災以降の災害と自治体の対応―求められる被災者支援のあり方とは？―」（2016.3）より

２．多様な視点を踏まえた復興支援に向けて

田村資料 9

パートナーシップからマルチステークホルダーエンゲージメントへ
• 多様な（マルチ）関係者(ステークホルダー）で責任をわかちあう（エンゲージメント）

これまでの協働 マルチステークホルダーエンゲージメント

NPO 自治体
協

働

NPO 企業
協

働

エンゲー
ジメント

自治体

NPO

企業

労働
組合

生協

大学

多様な社会課題に対応するには、多様な担い手が責任を分かち合う必要がある

２．多様な視点を踏まえた復興支援に向けて

田村資料 107



11
政府だけでなく、企業やNPO等、多様なステークホルダーが

人権課題の解決を通じたダイバーシティ社会の形成に責任をもつ

Help me!

Trust me!

Show me!

Tell me!

市民、地域、当事者
コミュニティ

政府、自治体、企業
支援者

Engage me!

課題解決手法としてのマルチステークホルダーエンゲージメント
・エンゲージメントによる課題解決までのコミュニケーションの進化

２．多様な視点を踏まえた復興支援に向けて

田村資料 11

これまでの課題解決アプローチ

表出している問題NPO 行政

企業

本当の
課題

施策で解決

ビジネスで解決

活動で解決

見えないまま…

それぞれの担い手が
一方的に支援

多様な担い手の連携には「課題についての共通認識」が必要

・ 地域の課題を定量的に把握し、関係者が「事実を元にコミュニケーション」ができる状態になる
・ 「何がどのくらい足りないか」を知ることで、「必要な資源の総量」が明らかになる
・ 思い込みによるバラバラな取り組みから、同じ現実に対応した取り組みへと転換する

２．多様な視点を踏まえた復興支援に向けて
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課題分析→課題解決アプローチ

NPO

行政 

企業 

課題の全体像 施策で解決

ビジネスで解決

活動で解決同じ事実 
共通の
ビジョン

(解決され
た状態)

同じの事実を元に
共通のゴールをめざす

多様な担い手が連携して社会課題を解決するには、
「同じ現状認識」と「同じビジョン」を共有する必要がある

多様な担い手の連携には「課題についての共通認識」が必要

２．多様な視点を踏まえた復興支援に向けて

田村資料 13

復興まちづくりの課題は「人」と「資金」

参考：東北3県の「復興まちづくり合意形成組織調査」より
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その他

行政に提案・意見を伝える窓口がない

会合等を実施する場所が確保できない

構成員間の意見が対立してまとまらない

行政とのコミュニケーションがうまくとれない

女性が少ない

財源が安定しない

専門知識が欠如している

運営資金が少ない

行政へ提案・意見を伝えても行政計画に反映され…

事務を担う人が少ない

若者が少ない

復興まちづくりに取り組む団体が「組織運営上の課題」として最も多く上げたのは「若者が少ない」。
続いて「事務を担う人がいない」とともに、人がいないことが大きな課題。

複数回答・有効回答数84団体

＊復興まちづくり合意形成組織調査：一般財団法人ダイバーシティ研究所が日本財団の助成を得て、東北３県の「まちづくり協
議会」などに代表される住民参画の主体となる149の団体を対象に、活動の現状や復興に取り組む上での課題を調査（2015年
3月発表）

２．多様な視点を踏まえた復興支援に向けて

田村資料 149



地元NPOによる持続可能な活動に向けて必要なアクション

１）人材の確保について

地元団体に事業をマネジメントできる人材が定着するための取り組み
→ 事業や人材のマネジメントができる人材を被災地外から招いて定着させる
→ 労務や総務は外注し、事務局の省力化を図る

大学や企業等の外部からの現場人材の応援・支援
→ コミュニティ形成や地域での定例的な活動を、外部からも定期的に参加できる活動に

デザインし直す
→ 期間を決めた研修派遣や、被災地での活動を前提とした人材養成プログラムを

企業や大学と連携して開発する

２）財源の確保について

公的な一般財源へのアプローチ
→ 子ども支援なら「子ども・子育て支援新制度」、厳しい立場にある被災者支援なら

「生活困窮者支援制度」で対応することも視野に入れ、自治体とも議論する
→ 今後必要な事業の全体像を予測し、提言にまとめる

民間財源へのアプローチ
→ これからが本格復興であり、地元の担い手が安定的に地域の課題解決を担えるよう

支援の必要性を発信する

被災地で芽吹いた活動を、本格復興の中にソフトランディング（軟着陸）させよう！

２．多様な視点を踏まえた復興支援に向けて

田村資料 15

３．まとめ

被災地間で知見を共有し、より良い復興につなげるポイントは？

• 「課題の全体像」や「復興のビジョン」をしっかり共有する
 復興は「階段」と「踊り場」の連続であることを支援者が認識する
 被災した人の多様な居場所を俯瞰し、ぬけ・漏れのない支援を意識する
 地域や災害の特性から過去の類似事例を参照し、地元の復興に活かす

• 次の生活へ進むことの不安を取り除く
 「欲しいのは物資ではなく見通し」「新しい提案より実際の話を聞きたい」
 制度や分野毎の相談ではなく、ワンストップで相談できることが大切
 次の生活に移っても「今より安心」と思えるような復興を

• 復興への見通しを共有し、合意形成をはかるしくみづくりについて
 多様な担い手で課題や目標を共有し、復興に臨むための議論の場

→ 兵庫県「被災者復興支援会議」、神戸市「参画と協働のﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ」
→ 長岡市「中越復興市民会議」、東日本「連携復興センター」
→ 熊本「KVOAD」

 「まちづくり協議会」など、住民主体の合意形成のための組織
→ 復興とは、合意形成の連続…
→ 自治会だけでなく、多様な住民が主体的に復興に参画できるしくみが必要

多様な担い手の参画で「ひとりひとりを大切にした」復興を！
田村資料 1610



東日本大震災から熊本へ

NPO法人 石巻復興支援ネットワーク
代表理事 兼子佳恵

自己紹介

兼子資料 2

11



[兼子 佳恵（かねこ・よしえ）]

（特定非営利活動法人石巻復興支援ネットワーク 代表理事）

1971年生まれ。夫・子ども2人と4歳の孫がいます。

1999年「イッツ・ナウ・オア・ネバー」という団体を設立し、子ども対
象の環境教育活動のサポート、個別の子育ての悩みを聞く活動を始める。

2009年2月に団体名称を「環境と子どもを考える会」と改称し、子どもが
笑顔になるイベントの開催、街づくりに問題提起する講演会等を企画運営

現在の「石巻復興支援ネットワーク」は震災後、つなプロのメンバーと共
に立ち上げた。

石巻市震災復興推進委員・石巻市都市計画審議会委員、

石巻市協働教育推進委員、中央大学法学部非常勤講師等を兼任。

兼子資料 3

活動を始めたきっかけ

兼子資料 4
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やっぺすとは？

兼子資料 13

兼子資料 14
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「やっぺす！」
＝石巻の方言で

いっしょにやりましょう♡

兼子資料 15

女性
87%

男性
13%

石巻
93%

県外
7%

スタッフ12人中

11人が地元出身。

スタッフ12人中

10人が女性
兼子資料 16
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やっぺすの活動

兼子資料 17

４つの分野

兼子資料 18
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仮設から最後のひとりが卒業するまで

やっぺす隊の活動

兼子資料 19

おうちしごと

兼子資料 20
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石巻ママ発のアクセサリーブランド

兼子資料 21

やっぺす！起業ファンド

兼子資料 22
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石巻の起業家コミュニティをサポート

兼子資料 23

兼子資料 24
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やっぺす！人材育成スクール

兼子資料 25

100名を超える⼥性リーダーを育成

兼子資料 26
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ＮＰＯ、行政、民間企業
による女性リーダー育成プログラム

やっぺす

⽯巻市 ⽇本ロレアル
（ランコム）

兼子資料 27

兼子資料 28
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NP（ノーバディーズパーフェクト）講座

兼子資料 33

やっぺす！ママのわスクール
兼子資料 34
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やっぺすスクール♡こっとん
兼子資料 35

やっぺす！ママこども食堂

☆晩御飯の時間帯に営業(月1,2回から)

☆昼間は仕事が忙しく、子どもとゆっくりする

時間が取れない親子が利用できる。

☆ひとり親世帯や生活困窮世帯なども、

月に1,2度でも温かい食事を安価で食べられる。

兼子資料 36
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問題意識(2) やっぺすの
「石巻に恋しちゃった♡」活動

《石恋の目的》
○地域や⼈の魅⼒の再発⾒と創出を⾏い、地域愛を育むと同時に活性化へと繋げる。
○趣味や特技をテーマとした地域内の交流を育むことで、コミュニティの繋がりを強化する。
○地域住⺠の⼩さな⼀歩を応援し、出番を作ることで、震災後に失われた⾃信の回復を促
す。
○誰もが達⼈として活躍できる場を⽤意することで、地域内に新しいことにチャレンジしやす
い⼟壌をつくる。

Yahoo Japan（ 2015 3.11 東日本大震災から４年･未来への現在地）より

兼子資料 37

＊現在200名を超えた達⼈たち
＊約9000名の参加者

地域の⼈を通じて
地域に恋してもらう！

兼子資料 38
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石巻と企業をつなぐ

兼子資料 40
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やっぺす
事業の推移 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

４ ８ 12 ４ ８ 12 ４ ８ 12 ４ ８ 12 ４ ８ 12

NP

カフェバタフライ

Eyes for Future 
byランコム

おうち仕事

やっぺす隊が
やってくる!

宮城県震災復興起業⽀援業務やっぺす起業
⽀援ファンド

復興⽀援ボランティア受⼊
⽯巻に恋しちゃった

コワーキングスペース

やっぺす⼈材
育成スクール

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

４ ８ 12 ４ ８ 12 ４ ８ 12 ４ ８ 12 ４ ８ 12

きらりこっとんママのわスクール

おうち仕事/アマネセール

やっぺす隊が
やってくる!

復興⽀援ボランティア受⼊

⽯巻に恋しちゃった

アマネセール

コワーキングスペース

Eyes for Future 
byランコム

ｺﾐｭﾆﾃｨｽﾍﾟｰｽﾊﾞﾀﾌﾗｲ
NP

カフェバタフライ

チャレンジショップ

教育委員会の事業へ

初恋編 運営委員会の事業として
再スタート

⼥性就労⽀援拠点事業

兼子資料 41

主体性を育てる
当事者意識がもてる

環境を創ることが重要

兼子資料 42
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人財の育成、仕事の創出

・被災を経験した人を被災者にしない。

・地元のリソースを活用する。

兼子資料 43

最後にみなさんにお伝えしたいこととやっぺすのこれから

兼子資料 44
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兼子資料 45

兼子資料 46
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兼子資料 47
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兼子資料 49

最後に。

１、その人がその人らしく過ごせる居場所があること。

２、一方的な支援ではなくお互いに創りあげていくもの。

３、お互いに未来について語れるようになること。

やっぺすは、関わってくださるすべてのみなさんと共に地
域にもともとあった課題を解決する拠点づくりを通し、つ
ながりと住民力で解決していきます！

兼子資料 50
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ご清聴ありがとうございました♡

兼子資料 51

【参考資料(URL)】

NPO法人石巻復興支援ネットワーク

団体HP：http://yappesu.jp/

活動詳細ページ：http://yappesu.jp/activities/

24年度起業家支援報告書URL：http://urx.nu/htZu

25年度起業家支援報告書URL：http://urx.nu/htZL

Eyes for Future byランコム 情報ページ

URL：http://eyesforfuture-yappesu.jimdo.com/

兼子資料 52
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熊本地震を経験して 2018.10.6
理事⻑ ⽊村 由美⼦

木村資料 1

・ NPO法⼈ ⼦育て応援おおきな⽊の紹介

・ 益城町の概要と熊本地震の被害状況

・ 熊本地震直後の活動

・ 熊本地震後の⾃主事業

・今後に向けて

⽬次

木村資料 237



NPO法⼈ ⼦育て応援おおきな⽊

・地域の住⺠に対して、⼦育てに関する事業を⾏い、⼦どもたちの成⻑と
地域住⺠の交流の機会の提供に寄与することを⽬的に平成23年 ＮＰＯ法⼈を
設⽴。同年、つどいの広場とファミリー・サポート・センター事業を受託。

・３つの委託事業と⾃主事業を⾏う

つどいの広場
（とんとん）

⼦ども同⼠、
親同⼠の交流の場

ファミリー・サポート・
センター事業

有償ボランティアで⼦どもを預かる

⾃主事業地域⽀え合い
センター事業

仮設団地巡回
H28,10〜Ｈ30,3

・“お⺟さんと⼦どもが元気になれば地域が
活性化する“をモットーに不定期に
イベントを開催

・震災後は⼩学⽣を対象とした⼦ども
あそび場を開催

木村資料 3

益城町の概要

・熊本県のほぼ中央からやや北寄り、熊本市東部に隣接
・「阿蘇くまもと空港」や「益城熊本空港インターチェンジ」などの交通

拠点が所在し、⽥園と都市が調和する町として発展

・⼈⼝34,499⼈（13,455世帯） （平成28年3⽉時点）

⼈⼝ 32,947⼈
世帯数 13,118世帯
男 15,889⼈
⼥ 17,058⼈

【⼈⼝・世帯数（平成30年6⽉時点）】

【主な公共施設】
・⼩学校5校、中学校2校
・総合体育館
・保健福祉センター
・交流情報センター
・男⼥共同参画センター
・⽂化会館 等

町作成資料（震度７×２の激震）より引⽤ 木村資料 438



【本震】（震度７）
発⽣⽇時:平成28年4⽉16⽇（⼟）

1時25分頃
規 模：マグニチュード7.3

【前震】（震度７）
発⽣⽇時：平成28年4⽉14⽇（⽊）

21時26分頃
規 模：マグニチュード6.5

5

熊本地震の被害状況

【余震の状況】
震度6強…2回 震度6弱…3回
震度５強…5回 震度5弱…12回
震度4以上の地震回数…141回
震度1以上の地震回数…4,309回

(平成28年4⽉14⽇〜平成29年5⽉2⽇現在)

地震の概要

町作成資料（震度７×２の激震）より引⽤ 木村資料 5

直接死 20名
震災関連死 21名
重傷 134名

【⼈的被害】

【住家被害】
全壊 3,026棟

⼤規模半壊・半壊 3,233棟
⼀部損壊 4,325棟
計 10,584棟

【最⼤避難者数（4/17朝）】
10避難所 16,050⼈

※H28.10末閉鎖

（H30.1.12時点）
旧庁舎

（H30.1.12時点）

熊本地震の被害状況

（単位：⼈）

（単位：棟）

町作成資料（震度７×２の激震）より引⽤ 木村資料 639



H28.12.27熊本⽇⽇新聞に掲載

4⽉15⽇(前震後) 5⽉13⽇(本震後)

熊本地震の被害状況

益城町⽂化会館付近の被災状況（同⼀場所から撮影）

地震前 地震直後

木村資料 7

寺迫地区

下町地区

宮園地区

熊本地震の被害状況

町作成資料（震度７×２の激震）より引⽤ 木村資料 8
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県道熊本⾼森線の被災状況（同⼀場所から撮影）

地震前 地震直後

熊本地震の被害状況

災害時に沿道家屋等が道路を塞ぎ、救助活動や物資運搬に⽀障あり。

災害に強い幹線道路の整備が課題。
町作成資料（震度７×２の激震）より引⽤ 木村資料 9

役場庁舎・議会棟の被害状況

役場⽞関⼊⼝ 議会棟本会議場

熊本地震の被害状況

役場庁舎が被災し使⽤不可能になり、⾏政機能が停⽌。

災害対策本部を別の場所に移動。
町作成資料（震度７×２の激震）より引⽤ 木村資料 1041



避難所となった益城町総合体育館

総合体育館の内部 H28.4.28撮影

H29.1.10 熊本⽇⽇新聞に掲載

急遽修理をして
避難所となりました

熊本地震の被害状況

木村資料 11

熊本地震直後の活動
とんとん ファミサポ ⾃主事業 地域⽀えあいセンター事業 備考

・4/14 熊本地震余震 ・4/16 熊本地震本震
・スタッフ安否確認

・スタッフは交代でキッズ
ルームでボランティア

総合体育館の
トレーニングルームで
広場開所

プレハブで
広場開所

・町外団体からのキッズ
ルームの引継ぎを検討

・イベント計画

休⽌

・全会員電話にて
(約500名)の
安否確認

⼩学⽣⼦どもあそび場の
プログラムを作成

・住所決定後
活動可否を
はがきで調査

毎週 ⽇曜⽇に
⼦こどもあそび場を開所

・益城町より事業委託
・各仮設団地の⾃治会⻑と調整
・プログラム作成
・仮設⼊居者⽀援研修
・スタッフ(看護師、保育⼠)

増員

仮設巡回

４
⽉

5
⽉

6
⽉
7
⽉
8
⽉

9
⽉

10
⽉

⽊村
⾞中泊

定期依頼会員の
⽅を対象に活動

木村資料 1242



とんとん ファミサポ ⾃主事業 地域⽀えあいセンター事業 備考
・4/14 熊本地震余震 ・4/16 熊本地震本震

・スタッフ安否確認
・スタッフは交代でキッズ

ルームでボランティア

総合体育館の
トレーニングルームで
広場開所
(もとの拠点は
災害ごみ置き場に)

プレハブで
広場開所

・町外団体からのキッズ
ルームの引継ぎを検討

・イベント計画

休⽌

・全会員
(約500名)の
安否確認

⼩学⽣⼦どもあそび場の
プログラムを作成

・住所決定後
活動可否を
はがきで調査

毎週⽇曜に
⼦こどもあそび場を開所

・益城町より事業委託
・各仮設団地の⾃治会⻑と調整
・プログラム作成
・仮設⼊居者⽀援研修
・スタッフ(看護師、保育⼠)

増員

仮設巡回

４
⽉

5
⽉

6
⽉
7
⽉
8
⽉

9
⽉

10
⽉

⽊村
⾞中泊

既存会員の⽅を
対象に活動

熊本地震直後の活動

＜課題＞
・避難所では安⼼して遊べる場が必要

→早急にとんとんを再開

木村資料 13

とんとん ファミサポ ⾃主事業 地域⽀えあいセンター事業 備考
・4/14 熊本地震余震 ・4/16 熊本地震本震

・スタッフ安否確認
・スタッフは交代でキッズ

ルームでボランティア

総合体育館の
トレーニングルームで
広場開所
(もとの拠点は
災害ごみ置き場に)

プレハブで
広場開所

・町外団体からのキッズ
ルームの引継ぎを検討

・イベント計画

休⽌

・全会員
(約500名)の
安否確認

⼩学⽣⼦どもあそび場の
プログラムを作成

・住所決定後
活動可否を
はがきで調査

毎週⽇曜に
⼦こどもあそび場を開所

・益城町より事業委託
・各仮設団地の⾃治会⻑と調整
・プログラム作成
・仮設⼊居者⽀援研修
・スタッフ(看護師、保育⼠)

増員

仮設巡回

４
⽉

5
⽉

6
⽉
7
⽉
8
⽉

9
⽉

10
⽉

⽊村
⾞中泊

既存会員の⽅を
対象に活動

熊本地震直後の活動

＜課題＞
・町で⾏っている健診が中⽌

→⼦ども健康相談を計画

・⼦どもが怖くて⺟親から離れない
→通常託児有りの講座を親⼦で

参加できる内容に変更

木村資料 1443



とんとん ファミサポ ⾃主事業 地域⽀えあいセンター事業 備考
・4/14 熊本地震余震 ・4/16 熊本地震本震

・スタッフ安否確認
・スタッフは交代でキッズ

ルームでボランティア

総合体育館の
トレーニングルームで
広場開所

プレハブで
広場開所

・町外団体からのキッズ
ルームの引継ぎを検討

・イベント計画

休⽌

・全会員に電話にて
(約500名)の
安否確認

⼩学⽣⼦どもあそび場の
プログラムを作成

・住所決定後
活動可否を
はがきで調査

毎週⽇曜に
⼦こどもあそび場を開所

・益城町より事業委託
・各仮設団地の⾃治会⻑と調整
・プログラム作成
・仮設⼊居者⽀援研修
・スタッフ(看護師、保育⼠)

増員

仮設巡回

４
⽉

5
⽉

6
⽉
7
⽉
8
⽉

9
⽉

10
⽉

⽊村
⾞中泊

定期依頼会員の
⽅を対象に活動

熊本地震直後の活動

木村資料 15

とんとん ファミサポ ⾃主事業 地域⽀えあいセンター事業 備考
・4/14 熊本地震余震 ・4/16 熊本地震本震

・スタッフは交代でキッズ
ルームでボランティア

総合体育館の
トレーニングルームで
広場開所
(もとの拠点は災害
ごみ置き場に)

プレハブで
広場開所

・町外団体からのキッズ
ルームの引継ぎを検討

・イベント計画

休⽌

・全会員
(約500名)の
安否確認

・住所と活動可否
をはがきで調査

・益城町より事業委託

・各仮設団地の⾃治会⻑と
調整

・プログラム作成
・仮設⼊居者⽀援研修

・スタッフ(看護師、
保育⼠)増員

仮設巡回

４
⽉

5
⽉

6
⽉
7
⽉
8
⽉

9
⽉

10
⽉

⽊村
⾞中泊

・避難所
全員退所

⼩学⽣⼦どもあそび場の
プログラムを作成

毎週⽇曜に
⼦こどもあそび場を開所

熊本地震直後の活動

＜課題＞
・⼩学⽣は遊ぶ場所がなく、避難所の中をうろついていた
（キッズルームは乳幼児、屋外のあそび場は中⾼⽣が占領）
→⼩学⽣を対象とした場を提供
・携帯型のゲームばかりで遊んでいた
→遊び場にゲーム機を持ち込まないルールを設け、

⼈と関わって遊ぶことを意識

木村資料 1644



とんとん ファミサポ ⾃主事業 地域⽀えあいセンター事業 備考
・4/14 熊本地震余震 ・4/16 熊本地震本震

・スタッフ安否確認
・スタッフは交代でキッズ

ルームでボランティア

総合体育館の
トレーニングルームで
広場開所
(もとの拠点は災害
ごみ置き場に)

プレハブで
広場開所

・町外団体からのキッズ
ルームの引継ぎを検討

・イベント計画

休⽌

・全会員
(約500名)の
安否確認

・住所と活動可否
をはがきで調査

・益城町より事業委託

・各仮設団地の⾃治会⻑と
調整

・プログラム作成
・仮設⼊居者⽀援研修

・スタッフ(看護師、
保育⼠)増員

仮設巡回

４
⽉

5
⽉

6
⽉
7
⽉
8
⽉

9
⽉

10
⽉

⽊村
⾞中泊

・避難所
全員退所

⼩学⽣⼦どもあそび場の
プログラムを作成

毎週⽇曜に
⼦こどもあそび場を開所

熊本地震直後の活動

木村資料 17

とんとん ファミサポ ⾃主事業 地域⽀えあいセンター事業 備考
・4/14 熊本地震余震 ・4/16 熊本地震本震

・スタッフ安否確認
・スタッフは交代でキッズ

ルームでボランティア

総合体育館の
トレーニングルームで
広場開所
(もとの拠点は災害
ごみ置き場に)

プレハブで
広場開所

・町外団体からのキッズ
ルームの引継ぎを検討

・イベント計画

休⽌

・全会員
(約500名)の
安否確認

・住所と活動可否
をはがきで調査

・益城町より事業委託

・各仮設団地の⾃治会⻑と
調整

・プログラム作成
・仮設⼊居者⽀援研修

・スタッフ(看護師、
保育⼠)増員

仮設巡回

４
⽉

5
⽉

6
⽉
7
⽉
8
⽉

9
⽉

10
⽉

⽊村
⾞中泊

・避難所
全員退所

⼩学⽣⼦どもあそび場の
プログラムを作成

毎週⽇曜に
⼦こどもあそび場を開所

＜課題＞
・⼆次被害を避けるため
→遊び場の前に必ずスタッフの研修を実施
・

熊本地震直後の活動

木村資料 1845



熊本地震直後の活動

スミセイ震災復興応援特別賞 受賞
木村資料 19

とんとん ファミサポ ⾃主事業 地域⽀えあいセンター事業 備考
・4/14 熊本地震余震 ・4/16 熊本地震本震

・スタッフ安否確認
・スタッフは交代でキッズ

ルームでボランティア

総合体育館の
トレーニングルームで
広場開所
(もとの拠点は災害
ごみ置き場に)

プレハブで
広場開所

・町外団体からのキッズ
ルームの引継ぎを検討

・イベント計画

休⽌

・全会員
(約500名)の
安否確認

⼩学⽣⼦ども
遊び場の
プログラム作成

・住所と活動可否
をはがきで調査

毎週⽇曜に⼩学⽣
遊び場を開所 ・益城町より事業委託

・各仮設団地の⾃治会⻑と
調整

・プログラム作成
・仮設⼊居者⽀援研修

・スタッフ(看護師、
保育⼠)増員

仮設巡回

４
⽉

5
⽉

6
⽉
7
⽉
8
⽉

9
⽉

10
⽉

⽊村
⾞中泊

＜⼯夫点＞
・⾼齢者の健康管理の⼀助になれるよう看護師が同⾏
・男性住⼈も参加しやすいプログラムを計画
・

熊本地震直後の活動

木村資料 2046



熊本地震後の⾃主事業

・⼦どものトラウマ反応が気になり、⼼のケアと⼀体となった
防災イベントを実施

・今後の活動の⾒通しを⽴てるために先進地を視察

＜防災イベント＞
2017.3 防災イベント
2017.7 ひとりじゃないよ 益城っ⼦ 第⼀弾
2017.8 ひとりじゃないよ 益城っ⼦ 第⼆弾

＜先進地視察＞
2017.６ 東北視察(仙台市、名取市、⽯巻市)
2017.９ 神⼾、東京視察

木村資料 21

・アニバーサリー反応を意識し、⼼のケアと⼀体化した防災教育を実施

●パネルを使って投てき⽔パックで消⽕訓練 ●ハイゼックス袋で蒸しパンづくり

熊本地震から1年後の⾃主事業

木村資料 2247



23

・楽しみながら防災について学ぶイベントを実施

■氷柱（陣太⿎）

■絵本の読み聞かせ

■ソーラークッカー

■投てき⽔パックで消⽕訓練

熊本地震から約1年半後の⾃主事業

木村資料 23

・震災後初の有料イベント(兼⼦⽒のアドバイスでお⼟産つき)を計画

■ペットボトルピザ製作

■ボッチャ

熊本地震から約1年半後の⾃主事業

木村資料 24
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熊本地震から約1年半後の⾃主事業

THE BODY SHOPによる ナチュラルメイク レッスン
木村資料 25

・今後の当NPO法⼈の⾒通しを⽴てるために先進地を視察（兼⼦さん同⾏）

・⼦育て中の⺟親が復興に向けて無理なく就業することの重要性を痛感

■のびすく泉中央 ■⽯巻復興⽀援ネットワークやっぺす

■⼦どもセンターらいつ ■にじいろクレヨン ■かぎかっこ

熊本地震から約1年半後の⾃主事業

木村資料 2649



・⼦育て中の⺟親が復興に向け、就労訓練になるような場を提供したい
・地元⾷材を使った幼児向けお弁当作りを計画(上益城JAと協⼒)

将来的には…
⺟親たちが中⼼としたチームを作り、商品の構想、企画、開発、製造、
販売までを⺟親のアイデアを⽣かしながら進めていきたい

今後に向けて

JAの調理場での製造や
直売所での販売を予定

木村資料 27

木村資料 2850



東日本大震災の被災者支援から熊本地震の支援に伝えた事

一般社団法人 パーソナルサポートセンター

髙木資料 1

一般社団法人 パーソナルサポートセンター（PSC）の紹介

設立：平成23年3月3日

設立目的：当法人は、ホームレス、障がい者、ＤＶ被害者、一人親世帯、ニート、引き こもり、

就労困難者など、社会的困窮状態にある方の生活支援をし、就労自立させるため

に寄り添い伴走型支援を実施するパーソナル・サポート事業を普及、育成、制度化

を進めることで、支援対象者が安定的に自立生活を営むことの実現につなげること

を目的とする。

代表理事 新里宏二（弁護士、元日本弁護士連合会副会長）

連携・協力団体（*：特定非営利活動法人）

①全国コミュニティライフサポートセンター* ②せんだい・みやぎNPOセンター*③仙台夜まわりグループ*
④チャイルドラインみやぎ* ⑤反貧困みやぎネットワーク ⑥萌友* ⑦POSSE * ⑧ほっぷの森* ⑨公益
財団法人共生地域創造財団⑩MIYAGI子どもネットワーク* ⑪ワンファミリー仙台* ⑬アスイク ⑭みやぎ
生活協同組合 ⑮ふうどばんく東北AGAIN

髙木資料 2
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PSCの被災者支援事業

宮城県仙台市との協働事業

・緊急雇用の財源で支援員約 50名を雇用

・エリアのリーダーとなるべき人材は連携、協力団体から福祉経験者が出向

・平成23年6月より約10日間の教育訓練開始

・教育訓練後仮設住宅に配置

・平成23年6月：仙台市内応急仮設住宅の見守り事業が始まる。

・対象仮設：プレハブ3ヶ所≒400世帯 公務員宿舎1ヶ所・NTT社宅3ヶ所≒250世帯

・平成27年4月：応急仮設住宅供与終期対応「仙台市住まいと暮らしの生活再建支援センター」

宮城県

・平成27年7月：宮城県被災者転居支援センター（主に県全域の民間賃貸借上住宅が対象）

宮城県名取市

・平成29年4月：名取市すまいとくらしの再建支援センター（プレハブ・民間賃貸借上住宅）

その他の事業

・生活困窮者自立支援：宮城県南部圏域 ・仙台市 ・多賀城市(被災者対応含む） ・富谷市

髙木資料 3

仮設住宅で起こったこと１

見守り期間中に起こったこと

・火災 ・生活困窮 ・傷害 ・殺人未遂 ・児童虐待 ・DV ・入居者間の不仲 ・クレーマー

・救急搬送 ・ゴミ部屋 ・性同一性障がい ・精神疾患 ・知的障がい ・アルコール依存 ・自殺を口

に出す人 ・連絡不通

供与終期前に起こる問題

1. 転居困難者。

人の面では

(1) 供与終期そのものを知らなかった。

(2) 障がい者、高齢者、支援者がいないなどの理由で転居先を探せない、契約ができない。

(3) 連帯保証人、緊急連絡先がない。

(4) 地域で孤立しているクレーマー、トラブルメーカー。

(5) 現実が理解できない理想の高い人。

(6) 他力本願、居直る、他人事の人。

(7) 生活保護受給者。（転居に関する手続きが違う、仲介業者への交渉が必要）

(8) 連絡ができない人。 日本語があまり通じない人。

(9) 暴力団員らしい人。

髙木資料 4
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仮設住宅で起こったこと２

お金の面では

(1) 家賃まで払えない低年金。

(2) 無職、無収入。

(3) 税金滞納（公営住宅の入居資格がない）

(4) 負債がある。

(5) 就労しているが家賃が払えない収入である。

その他

(1) ペットと同居できる物件を探せない。

髙木資料 5

熊本県 益城町地域支え合いセンターに伝えた事

研修

1. 東日本大震災でおこった事

2. ワンストップサービス：再建まで寄り添う伴走型支援の取り組み

3. プライバシー・尊厳を守る：個人情報の管理、取り扱い

4. 支援者・被災者の安全確保：男女ペアの支援員での訪問

5. 支援者が受ける反応：支援員になる前に

6. やってはならない事・やるべき事：支援員の心得、支援員が注意する事

7. 被災者が受けたストレス反応：震災後に起こる心身の変化

8. 緊急対応期・応急対応期・安定模索期・再建期：震災後の時間経過と対応

9. 喪失感からくる様々な反応：記念日反応とは

10.自責感のある人へ：震災直後人はどのように行動したか

11.住居確保困難者：仮設供与終了前におこる転居困難者とその対応

髙木資料 6
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熊本地震支援でいかされる
東日本大震災での被災者支援の経験

一般社団法人 minori(みのり) 益城町地域支え合いセンター

センター長 高木聡史

高木資料 1

一般社団法人 minoriの紹介

設立：平成30年5月
設立経緯：
平成28年4月に前身団体である
こころをつなぐよか隊ネット 設立

（ホームレス支援の経験と東日本震災支援の経験を融合させて活かす
目的でＰＳＣ、共生地域創造財団の支援を受け設立、車中泊調査、み
なし仮設訪問支援事業を平成28年10月より受託）
平成30年4月
よか隊ネットからみなし仮設支援事業部門が独立、その後法人化

高木資料 2
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（一社）minoriの設立目的

・熊本地震の被災者の支援

・被災により顕在化した問題に広く対処する

・生活困窮者、障害者、外国人、ＬＧＢＴ等の少
数者への伴走型支援を行う。

・支援対象者の自立及びコミュニティとの共生を
支援する

高木資料 3

東日本震災の支援経験の継承

・民間によるネットワーク組織の立ち上げ

・災害中心地への支援の過集中を避けた支援

・みなし仮設見守り支援の方法と必要性の伝達

・行政と受託事業者との被災者支援事業の立ち
上げから運営のコーディネート

・訪問事業のモデル、及び個人情報保護の徹底

高木資料 4
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① 最も⼩さくされた⼈々に偏った⽀援を⾏う
② できないことは、あやまる
③ 震災前から実施されていた地元団体の活動を基本としつつ活動する

■団体概要
「⼀般社団法⼈よか隊ネット熊本」は「こころをつなぐ『よか隊ネット』」を前⾝とし、⽇ごろ
から困窮者⽀援や環境問題、地域での孤⽴者⽀援、⼦ども⽀援、東⽇本⼤震災被災者⽀援などの
活動をしてきた多様な団体で2016年4⽉19⽇に結成。各団体がこれまで培ってきた専⾨性と地域
とのつながりを活かし、被災者⽀援を実施。2017年3⽉に⼀般社団法⼈へ。

■活動理念

■加盟団体 83団体（うち20団体が県外の団体）

高木資料 5

■事業内容

加盟団体⽀援事業（A型事業）

主体事業（B型事業）

・団体コーディネート ・相談⽀援
・物資⽀援、⾞両⽀援、⼈的⽀援 ・助成⾦

・⾞中避難者 アンケート調査 ・つながる広場（イベント）

・夜間巡回 ・つながるカフェ（コミュニティ作り⽀援）

・個別相談窓⼝⽀援
・上⼩⾕地区⽀援（擁壁問題）

●益城町地域⽀え合いセンター（みなし仮設）
高木資料 6
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益城町地域⽀え合いセンター(みなし仮設)
益城町社会福祉協議会委託事業

期間 2017.4.1〜2019.3.31（2016.10.1開始）
対象 益城町で被災し

・県下のみなし仮設に⼊居された世帯
・公営住宅に緊急避難した世帯

計 1623世帯
⽬的 ・孤⽴を防ぐ

・住宅再建、⽣活課題に対する⽀援
・孤独死、⾃死の防⽌に努める みなし仮設地域割合

（益城町）

東区

益城町

中央区
北区
南区

その他

高木資料 7

みなし仮設／プレハブ仮設
みなし仮設 プレハブ仮設

点在・分散
孤立化しやすい

集合・団地
コミュニティ構築が行いやすい

見えにくい・分かりにくい
ボランティア活動の対象になりにくい

分かりやすい
様々な支援が入りやすい

情報が得にくい
情報格差が生まれやすい

情報が得やすい

常駐支援者を置くことができない
見守りに困難がある

常駐支援者を置くことができる
見守りがしやすい
常駐者がコミュニティに溶け込みやすい

高木資料 8
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⽀援の流れ
【アポイントメント〜訪問】
①架電 → アポイントメント → 訪問
②周辺地域へ伺う際に訪問
不在の場合は不在票を残し、改めて連絡

【⾯談】
○２人一組(基本的に男女ペア) 15分〜２時間
○傾聴し、問題点を確認。専門分野へつなぐことも

【⾯談後〜継続訪問】
○⾯談内容をもとに、緊急度別にA〜Dへランク付け
○上記のランクをもとに、定期的な⾒守り⽀援を⾏う

・地震からの経緯 ・健康状態 ・仕事、⽣活状況
・再建計画 ・困り事 等

高木資料 9

ランク 詳細 件数 割合

A 差し迫った危険、危機的状況があり、緊急の介⼊、⽀援が必要な世帯 0 0.0%

B
Aランクほど差し迫った状況はないが、困難な課題に直⾯しており、中
⼼となる⽀援者がおらず孤⽴しているなど、⾏政職員を中⼼とした継続
的な⽀援が必要な世帯

41 2.6%

C おおむね⽣活が安定しており、直ちに⽀援の必要はないが、今後⽀援が
必要となる可能性があり、⽉に１回程度の⾒守りが必要な世帯 269 16.7%

D 当⾯⽀援の必要がないと考えられる世帯。３カ⽉に１回程度訪問し⾏政
からの情報提供や、⽣活、健康⾯の確認を⾏う 654 40.6%

X 転居等で⾒守り対象から外れた世帯 113 29.7%

XB 転居はしているが、引き続き困難な課題に直⾯しており、Bランクと同
じく継続的な⽀援が必要な世帯 5 0.3％

XC 転居はしているが、Cランクと同じく今後⽀援が必要になる可能性があ
り、⽉に1回程度の⾒守りが必要な世帯 84 5.2％

他 ⾯談等が⾏えず、ランクを決定できない世帯や取り下げ世帯 等 80 5.0%
障がい者を含む世帯 69 4.3％
→B,C,XB,XCランク：「継続訪問」「課題解決へのサポート」が必要

2018年8⽉現在 高木資料 10
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ランク⽐率
ランク

A 0
B 41
C 269
D 654
X 478
XB 5
XC 84 ⾒守り必要世帯 24.8%

B

C
25.3%

2018年8⽉現在
B 2.6%

C
16.7%

D
40.6%

X
35.2%

XB
0.3%

XC 2.6%

高木資料 11

高齢者世帯の比率

構成 世帯人数 世帯数 比率

高齢者 独居 1人 133 8.3%

高齢者 のみ 2人以上 215 13.3%

高齢者 含む
（独居,のみを除く）

2人以上 456 28.3%

総世帯 1611世帯

高齢者がいる世帯 804 49.9%

高木資料 12
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イベント【つながる広場】
・みなし仮設同⼠の
つながり

・情報や物資の提供
・相談ブースの開設

第１回:2016年12⽉18⽇(⽇)
第２回:2017年 4⽉ 2⽇(⽇)
第３回:2017年 9⽉10⽇(⽇)
第４回:2018年 2月24日 予定

＠広安⻄⼩学校

高木資料 13

今後の課題
• 1600世帯中、567世帯が転居
• 転居後世帯中、15.7％の世帯に不安がある

転居後の不安

中越地震 長岡市では、転居後、
健康不安…9％、生活に関する不安…14％ 計…23％

• 益城 3000世帯 → 公営住宅⼊居 680世帯
残りの2320世帯はどこが見守るのか…？

今後は…？

高木資料 14
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復興庁のホームページでは、男女共同参画にかかわる様々な事例を
ご紹介しています。

復興庁男女共同参画班
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